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        中央一般会計歳出に占める比率（単位：％） 
     防衛関係費 国家機関費 国債費 産業経済費 社会保障関係費 恩給費 
1890年 31.5    26.6    23.6   9.1      0.5          0.9  
1900年 45.7    10.5    11.8   21.1      0.7          1.5  
1910年 34.5    10.4    30.2   10.6          0.5          5.0 








































































































































































































































































































































































































































































先生に敬意を表する意味でも、『図巻』の一部を OHC でお見せしたいと思います。 
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○大杉  あります。今は先程少しお話したように児童保育院を経営しています。 
○司会  救貧のファンクションというか、役割は？ 
○大杉  児童保育院はともかく、今は救貧の役割を終えています。 
○司会  それはいつごろから終わったのですか。 
○大杉  戦後です。 





○司会  没収したのはＧＨＱ？ 
○大杉  土地の没収はGHQによるものです。これだけはGHQの大きな間違いであった
と現在秋田では言われています。 




























































○大杉  お疲れのところ本当に有難うございました。 





日 時：  2006 年 5 月 20 日（土） 16:40～18:10       
会 場 :  法政大学市ヶ谷キャンパス ボアソナード･タワー25F  
イノベーション･マネジメント研究センター セミナー室 








期財政経済史料集成』第 18－20 巻、1964 年、明治文献資料刊行会に所収） 
・ 横山源之助『日本之下層社会』、1899 年、教文館（1949 年以降、岩波文庫に所収、
また『横山源之助全集 第 1 巻』、1972 年、明治文献にも所収。） 
・ 大川一司/篠原三代平/梅村又次編『長期経済統計６ 個人消費支出』、1967 年、東
洋経済新報社 
・ 安藤良雄編『近代日本経済史要覧〔第 2 版〕』、1979 年、東京大学出版会 
・ 池田敬正『日本社会福祉史』、1986 年、法律文化社 
・ 中村隆英編『家計簿からみた近代日本生活史』、1993 年、東京大学出版会 
・ 拙稿「本源的蓄積期における公的扶助と私的救済―岡山・山梨・秋田を中心に―」 
（『社会経済史学』第 60 巻第 3 号、1994 年 8・9 月、社会経済史学会） 
・ 拙稿「都市における公的扶助と私的救済―明治前期の京都を中心に―」 
（『社会経済史学』第 61 巻第 4 号、1995 年 10・11 月、社会経済史学会） 
・ 拙稿「明治前期日本における公的扶助の実態―日本社会福祉史研究批判から―」 
（東京大学『経済学研究』第 38 号、1996 年 5 月） 
・ 拙稿「明治前期における東京の救恤状況」 
（『土地制度史学』第 153 号、1996 年 10 月、土地制度史学会〔現在、政治経済学・
経済史学会〕） 
・ 林健久/今井勝人/金澤史男編『日本財政要覧〔第 5 版〕』、2001 年、東京大学出版会 
・ 拙稿「地域再生には何が必要か―事例研究を通して必要な観点と条件を探る―」 
（大妻女子大学『人間関係学研究』第 5 号、2004 年 3 月、大妻女子大学人間関係学
部） 
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・ 『秋田市史』第 4 巻 近現代Ⅰ通史編（2004 年、秋田市）の第 3 編 5 章 2 節 慈善
事業および第 4 編 5 章 2 節 社会事業（大杉執筆担当） 
・ 秋田市史編さん委員会近・現代部会（大杉由香）編『秋田市史叢書 11 近現代感恩
講史料』、2005 年、秋田市 
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 法政大学創立者薩埵正邦先生生誕 150 周年記念連続講演会（第 6 回目） 
於：法政大学市ヶ谷キャンパス、2006.5.20         
  明治近代化の中の公的扶助と私的救済―今何を学び取るべきか― 







 1883 年（明治 16）時点、国民の 6 割程度に当たる約 2133 万人が下等の生活を送る 
 （cf）上等 1 人の 1 年間の生活費用 110 円 82 銭 5 厘 
    中等 1 人の 1 年間の生活費用 60 円 45 銭 
    下等 1 人の 1 年間の生活費用 20 円 15 銭 
・横山源之助『日本の下層社会』（1898 年） 
 1897 年（明治 30）12 月時点での人力車夫の生計費用（2 人の子供+「老婆」の家庭）は 1 日 45 銭 9 厘 
であった。 
 →これを現代の物価（2003 年）に換算すると、1 日 855 円程度、月（31 日）にして 26520 円の生活水
準となる（安藤良雄編『近代日本経済史要覧 〔第 2 版〕』、1979 年、東京大学出版会と統計局『日本
の長期統計系列』第 22 章 物価より計算）。これは現在の生活保護世帯の１６％程度の生活水準に該当。 
  （cf）2004 年度の最低生活費（生活扶助）の基準額（標準 3 人世帯、33 歳男+29 歳女+4 歳子、1 級地）は 162,176 
円！ 
 →エンゲル係数はこの家計において 77％（米代 28 銭 6 厘、朝の汁 2 銭、オカズ 5 銭）であった（1895 年の全 
国におけるエンゲル係数は 62.3％〔篠原三代平『長期経済統計６ 個人消費支出』、1967 年、東洋経済新報 
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→中央一般会計歳出に占める比率（林／今井／金澤編『日本財政要覧 第 5 版』、東京大学出版会、2001
年より、単位は％）は以下の通りである。 
    防衛関係費 国家機関費 国債費 産業経済費 社会保障関係費 恩給費 
1890 年 31.5    26.6    23.6  9.1      0.5            0.9  
1900 年 45.7    10.5    11.8  21.1      0.7            1.5  
1910 年 34.5    10.4    30.2  10.6          0.5            5.0 
1997 年   6.3          5.2         20.3       4.1           22.4             2.0 












1.救済率は 1880～93 年平均で 0.37‰、1890 年代前半は 0.5‰余になるが、以後漸減し 1900
年代には 0.3‰台で推移する。しかし 1908 年（明治 41）5 月、内務省地方局長通牒「済
貧恤窮ハ隣保相扶ノ情誼ニ依リ互ニ協救セシメ国費救助ノ濫給矯正ノ件」が出され、こ
れを機に救済率は激減、1912 年（明治 45）には 0.06‰になった。 
2.救済人員は 1892 年（明治 25）に 23217 人に達成するが、1900 年（明治 33）には 2 万
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 人を切り（18701 人）、以後漸減傾向。09 年から 10 年にかけて激減、12 年には 3109 人
に。→1902 年時点で、本来であれば恤救規則適用に該当すると思われる者が 15 万人程度い    
たと当時の立憲政友会の議員は述べている。 
3.救済金額は 1892 年（明治 25）時点で 1 人あたり 5.49 円であったが、金額は基本的に 1907
年（明治 40、13.5 円）まで漸増傾向でこれはほぼ物価上昇率と対応する増え方である。









3. 恤救規則による救済は救護法実施の 1932 年（昭和 7）1 月 1 日まで続いたが（救護法案






















・備荒儲蓄法（1880 年）→罹災救助基金法（1899 年）、災害救助法の原型 
罹災農民救助→労働貧民全体を対象とする罹災貧民救助→非常災害時の罹災者救助へ。 
・伝染病予防法（1897 年、1998 年に感染症予防法に改正） 
赤痢やジブテリア、コレラ等の伝染病患者への処置方法について定める。 






























(e.g. 表 1 参照) 
・岡山県のケース（西南日本型） 




























































から県による慈善事業の奨励が行われる。1879 年から 85 年まで続いた岡山協力救貧院はその事例だが、
収入構造は県からの補助金と有志からの寄付であったため、不況に弱い傾向。比較的小規模な施設の開




















おいては 3分の 2の慈善事業が貧民救済を目的としていた。 














③ だが日本の NPO 活動は地域社会と一体化して動いているとは限らず、その場合の多くは
失敗に終わっている（歴史的に見ても地域社会に根差していなかった岡山の慈善事業は
長続きしなかった、表 4 参照）。現在の NPO のあり方を考えるのであれば、感恩講の運
営・救済システムは大いに参考になると思われる（具体的内容は別紙へ）。 
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 （法政大学創立者薩埵正邦先生生誕 150 周年記念連続講演会第 6 回講演 別紙資料） 
 
























 しかし明治 4 年（1871）の廃藩置県・秩禄処分で講所有の知行は没収され、感恩講は一
時期、破綻の危機を迎えた。ただ再三にわたる政府への請願で、何とか明治 14 年（1881）
の 49000 円余の政府援助を以て廃藩置県以前の資産状況に戻し、この翌年以降、感恩講組
織は旧秋田藩地域を中心に明治 30 年代前半までに急激に広がりを見せることになる。 
ただし危機はこれに留まらず、明治 17 年（1884）から 23 年（1890）にかけて講の財産
管理をめぐる裁判が始まった。結局、講の財産は無形人である講の物で、寄付者個人個人
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 の共有ではないこと、それ故に諸帳簿の閲覧は法的には義務付けられないことが決定した
ものの、裁判の際に成文法がないことに不便を感じた年番（今で言う理事）達は『感恩講


















その教育的業績には評価が高く、2005 年に創立 100 周年を迎えている。 
②公的救済および他の慈善・社会事業との関係 
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→自己資金調達型の NPO という視点で言えば、感恩講は決して米国の NPO に引けを取らないであろう。 
③現在の国内 NPO の救済のあり方から考えられること 
 日本において NPO 活動が軌道に乗っている場合、町内会（自治会）あるいは学校区を単












































（史料）第 1 回『秋田市統計要覧』および各年『秋田市統計一斑』より作成 
 
        （別図 2） 
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